
日本労働組合総連合会（略称：連合）における男女平等参画のとりくみ 

                          ２０１１年９月１５日 
                          連合中央執行委員 高橋睦子 
                          （所属：日本教職員組合） 
１．労働組合における女性労働者 
  ・女性雇用労働者数 ２，３２９万人 前年比 0.8％過去最多（厚労省 2010 年） 
  ・女性労働組合員数   ２９３万３千人（厚労省 2009 年） 
  ・連合の女性組合員数 約２０５万人 

・パート等非正規の労働者数 約１，２１８万人 
前年差２２万人増、前年比 1.8%増  （厚労省 2010 年） 

・ 連合のパート等組合員 約６５万人 
参考 連合 ５４の産業別組織が加盟、 

４７の地方連合会が活動  
組合員 約 680 万人 

 
２．連合のとりくみ     [資料１：連合 残り 2 年のとりくみの抜粋] 
 ○2006 年 10 月「連合 第 3 次男女平等参画推進計画」（2006 年 11 月～2012 年 10 月）を

決定 
〈統一目標〉 
 ①運動方針に男女平等参画を明記する 
 ②女性組合員比率に応じた女性役員を配置する 
 ③女性役員ゼロ組織をなくす 
 
〈連合の男女平等参画がめざすもの〉 
 ①労働組合活動への男女平等参画 
 ②労働組合役員への男女平等参画 
  
 ⇒①仕事における男女平等の実現 
  ②男女双方の仕事と生活の調和の実現 
 
３．現状：連合における女性の労働組合への参画調査から  
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  ①運動方針に男女

平等参画を明記 
②女性組合員数と役員の割合 ③女性役員ゼ

ロ組織 
女性割合 役員割合 

連合本部    31.1％  25.0％  
構成組織  ３５（63.6％）  30.9％  7.3％  52.7％ 
地方連合会  ４５（95.7％）  24.2％  6.2％   2.1％ 

 出所：男女平等局 
「構成組織・地方連合会における女性の労働組合活動への参画に関する調査（2010）」 
 
４．課題 
 ＊ 労働組合において女性役員が少ないのはなぜか 
  根強い固定的性別役割分業意識と行動 

○ 男性側「女性にはできない」 
○ 女性側「経験がないのでできない」「家事・育児・介護の負担があるのでできない」 
○ 労働組合における担当分野は限定的。労働条件（労使交渉）、政策、財政を担当する女

性は少ない。 
 
結婚、妊娠・出産、子育て期の問題 
○ 仕事や労働組合活動が充実する頃と妊娠・出産時期が重なる場合が多い 
○ 妊娠・出産を理由に退職する、夫の転勤で退職せざるを得ないケースもある 
 
労働組合活動のあり方・運営の問題 
○時間帯を問わない会議設定、出張など 
 

５．今後の推進方策について 
 （１）労働組合役員の一定割合（数）を女性にするなど、ポジティブ・アクションを導入す

る。 
  ①連合のとりくみ 

・ 役員の副会長、副事務局長の 1 名は女性 
・ 2009 年の定期大会では、会長代行を 2 名とし、1 名を女性に 
・ 役員選出の４グループから、各 2 名ずつ計 8 名の女性中執を選出 
・ 機関会議（大会、中央委員会）において各構成組織から１名ずつ女性特別代議員を選

出 
・ 中央執行委員会の下の専門委員会には必ず女性中執２名が委員として参画 
・ 各集会での出演者（進行・司会、報告者、決議提案者等）は最低１名は女性にするな

ど、あらゆる場面で女性の参画を進めている。 
   
  ②構成組織のとりくみ 

・ ポジティブ・アクションの導入で、女性役員を選出 
・ 女性活動組織（女性協議会）から複数の女性中執を選出 

 
 ポジティブ・アクションの導入状況  連合調査（2010） 

 構成組織 導入している ２４（43.6％） 導入していない ３２（56.4％） 
 地方連合会 導入している ４６（97.9％） 導入していない １（2.1％） 



 3

＊ 女性組合員比率 50％以上の組織（８組織）では、すべての組織でポジティブ・

アクションを導入している。 
ポジティブ・アクションの内容（例） 
・ 特別中央執行委員の枠 
・ 中央委員会の特別中央委員の枠 
・ 研修参加者の女性枠 
・ 女性対象の研修 

 
（２）女性役員の研修・教育訓練と支える体制の整備 

組合役員としての教育、経験を積む機会づくりが重要 
 
（３）労働組合における女性労働者（パート労働者も含む）の組織化の推進 
 
（４）根強い固定的性別役割分業意識や行動の変革、男女平等参画の重要性の実践的学習 
  連合は、若手男性組合リーダーを対象に「男女平等講座」を毎年開催 
 
（５）結婚、妊娠・出産、子育ての支援体制の整備 
 
（６）労働組合活動・運営のあり方改革 
・ 労働組合におけるワーク・ライフ・バランスの実現 
・ 労働組合における女性役員担当の職種の拡大 

 
 ６．具体的なとりくみ 
  ○あらゆる分野における男女平等参画の推進 
   連合「第 3 次男女平等参画推進計画」（2006 年 11 月～2012 年 10 月）の達成へ向けて 
    ３つ（前述）の目標実現 
    構成組織・地方連合会の進捗状況の把握、事例の広報、パンフレット作成 
    「女性リーダー養成講座」「男女平等講座」の開催 
    女性差別撤廃条約選択議定書の早期批准へ向けて 
 
  ○男女間賃金格差の是正、男女雇用機会均等法の職場へ定着 
    男女雇用機会均等法に関する点検・定着活動、間接差別の実態把握 
    賃金格差の要因分析、 

○女性の就業継続、パートタイム労働者の総合的労働条件の改善に向けて 
職場における男女平等の推進、仕事と育児・介護の両立支援の拡充、働き方の見直し

などワーク・ライフ・バランスの実現へ向けて 
改正育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法の職場への定着へ向けて 

    パートタイム労働者の総合的な労働条件の改善へ向けて 
○国際連帯活動の推進、国内女性団体との連携 
  ＩＴＵＣ（国際労働組合総連合）、ＩＴＵＣ－ＡＰ（ＩＴＵＣアジア太平洋地域組織）

の男女平等参画の活動に積極的に参画 
３．８国際女性デー、10.7 ディーセント・ワーク世界行動デー、11･25 女性に対する

暴力廃絶デーなど、 










